
令 和 ５ 年 度

東 松 山 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書
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議案第２７号

（総　　則）

第１条　令和５年度東松山市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

(1) 水洗化戸数 戸

(2) 年間有収水量 ｍ3

(3) 一日平均有収水量 ｍ3

(4) 主要な建設改良事業

　管渠整備事業 千円

　処理場整備事業 千円

（収益的収入及び支出）

　　第１款 　下 水 道 事 業 収 益 ２，５１３，３５２ 千円

　第１項 １，３４９，５０２ 千円

　第２項 １，１６３，８３０ 千円

　第３項 ２０ 千円

　　支　　　　　　　　　　　出

　　第１款 　下 水 道 事 業 費 用 ２，４２４，９９８ 千円

　第１項 ２，３４７，０６４ 千円

　第２項 ７２，９１４ 千円

　第３項 ２０ 千円

　第４項 ５，０００ 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足す

  る額４７５，０３２千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額８８，０１９千円、当年度

　分損益勘定留保資金３３１，７４３千円、減債積立金５５，２７０千円で補てんするものとする。）。

　　第１款　　資　本　的　収　入 １，７００，８６２ 千円

　第１項 ９７０，８００ 千円

　第２項 １０ 千円

　第３項 １２，９０８ 千円

　第４項 ７１１，３１８ 千円

　第５項 ５，８２５ 千円

　第６項 １ 千円長 期 貸 付 金 償 還 金

企 業 債

固 定 資 産 売 却 代 金

負 担 金

国 庫 補 助 金

他 会 計 補 助 金

　　収　　　　　　　　　　　入

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　収　　　　　　　　　　　入

令和５年度東松山市下水道事業会計予算

２２，５４０

６，６３５，０００

１８，１７８

１，０２２，５００

６１７，３２０
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　　第１款　　資　本　的　支　出 千円

　第１項 千円

　第２項 千円

　第３項 千円

　第４項 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、７００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 営業費用と営業外費用と特別損失

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経

　費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) 職 員 給 与 費 千円

（他会計からの補助金）

第９条　事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２４１，５３２千円である。

令和５年２月１７日提出

東松山市長 　 　森 　田 　光　 一

本起債については、融通先
の融資条件に従う。ただし
財政の都合により据置期間
を短縮し、若しくは繰上償
還又は低利に借換えするこ
とができる。

 償　還　の　方　法

９７０，８００

起債の目的

 公共下水道事業

企 業 債 償 還 金

　　支　　　　　　　　　　　出

長 期 貸 付 金

予 備 費

１６０，７１５

２，１７５，８９４

１，７４９，４６０

４２０，９３４

５００

５，０００

利　率

５．０％以内

 起 債 の 方 法

普通貸借又は
証 券 発 行

 限度額（千円）

建 設 改 良 費
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収　入

款 備　　　　　考

１下水道事業収益 2,513,352
千円

1 営 業 収 益 1,349,502

1 下 水 道 使 用 料 996,245 下水道使用料

2 雨 水 処 理 負 担 金 352,968 一般会計負担金

3 そ の 他 営 業 収 益 289 排水設備確認・完了手数料等

2 営業外収益 1,163,830

1 他 会 計 負 担 金 172 一般会計負担金

2 他 会 計 補 助 金 235,707 一般会計補助金

3 長 期 前 受 金 戻 入 825,460
国庫補助金長期前受金戻入、受益者負担金
長期前受金戻入等

4 国 庫 補 助 金 49,250 社会資本整備総合交付金

5 雑 収 益 2,538 下水道占用料等

6
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 還 付 金 50,703 消費税及び地方消費税還付金

3 特 別 利 益 20

1 固 定 資 産 売 却 益 10

2 過年度損益修正益 10

支　出

款 備　　　　　考

１下水道事業費用 2,424,998
千円

1 営 業 費 用 2,347,064

1 管 渠 費 74,670 委託料、修繕費、動力費等

2 ポ ン プ 場 費 48,727 委託料、修繕費、動力費等

3 処 理 場 費 832,403 職員給与費、委託料、修繕費、動力費等

4 業 務 費 84,168 職員給与費、負担金等

5 総 係 費 109,681 職員給与費、委託料、負担金等

6 減 価 償 却 費 1,196,405 固定資産減価償却費

7 資 産 減 耗 費 1,000 固定資産除却費

8 そ の 他 営 業 費 用 10 雑支出

2 営業外費用 72,914

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 72,804 企業債利息

2 雑 支 出 110 その他雑支出

3 特 別 損 失 20

1 固 定 資 産 売 却 損 10

2 過年度損益修正損 10

4 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000

一　令和５年度東松山市下水道事業会計予算実施計画

項 目 予　　定　　額

項 目 予　　定　　額

収 益 的 収 入 及 び 支 出
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収　入

款 備　　　　　考

１資本的収入 1,700,862
千円

1 企 業 債 970,800

1 企 業 債 970,800 公共下水道事業債

2
固 定 資 産
売 却 代 金

10

1 固定 資 産売 却 代 金 10

3 負 担 金 12,908

1 負 担 金 12,908 下水道事業受益者負担金

4 国庫補助金 711,318

1 国 庫 補 助 金 711,318 社会資本整備総合交付金

5 他 会 計 補 助 金 5,825

1 他 会 計 補 助 金 5,825 一般会計補助金

6
長 期 貸 付 金
償 還 金 1

1 貸 付 金 元 金 収 入 1 水洗便所改造資金貸付金元金収入

支　出

款 備　　　　　考

１資本的支出 2,175,894
千円

1 建設改良費 1,749,460

1 事 務 費 1,124,730 職員給与費、委託料等

2 管 渠 費 619,113 工事請負費

3 処 理 場 費 5,500 工事請負費

4 工具 器 具及 び 備 品 117 工具器具及び備品

2 企業債償還金 420,934

1 企 業 債 償 還 金 420,934 企業債償還金

3 長期貸付金 500

1 長 期 貸 付 金 500 水洗便所改造資金貸付金

4 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

項 目 予　　定　　額

項 目 予　　定　　額
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（単位：円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 335,000

　　減価償却費 1,196,405,000

　　固定資産除却費 1,000,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 127,000

　　賞与引当金の増減額（△は減少） 648,000

　　法定福利費引当金の増減額（△は減少） 148,000

　　長期前受金戻入額 △ 825,460,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 72,804,000

　　未収金の増減額（△は増加） △ 51,717,000

　　未払金の増減額（△は減少） 42,117,000

　　特定収入に係る消費税相当調整額 △ 66,489,000

　　小計 369,664,000

　　利息の支払額 △ 72,804,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 296,860,000

 

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,599,951,000

　　有形固定資産の売却による収入 9,000

　　国庫補助金等による収入 711,318,000

　　一般会計からの繰入金による収入 5,825,000

　　負担金による収入 12,908,000

　　貸付による支出 △ 500,000

　　貸付償還による収入 1,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 870,390,000

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 970,800,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 420,934,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 549,866,000

　資金増加額（又は減少額） △ 23,664,000

　資金期首残高 96,822,076

　資金期末残高 73,158,076

二　令和５年度東松山市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）
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1,269 10

0比　較 △ 629 0 61 0 0

0 60

前年度 12,273 400 1,208 10 0 60

294

手当の
内　訳

区　分
時 間 外
勤務手当

休日給 通勤手当 特殊勤務手当 宿日直手当
管理職員特別
勤 務 手 当

（千円）

比　較 △ 216 0 142 2,067 607

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 11,644 400

918

前年度 3,942 1,956 8,710 14,936 12,771 624

本年度 3,726 1,956 8,852 17,003 13,378

資本勘定
支弁職員

住居手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

462 4,118

※全て会計年度任用職員以外の職員
 （ ）内は短時間勤務職員（外書き）

手当の
内　訳

区　分
扶養手当 管理職手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

△ 6 0 △ 76 1,406 2,326 3,656
合　　計

( 0 )

789 1,559 2,272 224 2,496

0 617 767 1,384 238 1,622

資本勘定
支弁職員

32,853 156,597

比　較

損益勘定
支弁職員

( 0 )

15 18 191 66,663 56,890 123,744

△ 6 0 △ 76

5 18,858 16,935 35,793 9,761 45,554

15 13 191 47,805 39,955 87,951 23,092 111,043

前年度

損益勘定
支弁職員

( 1 )

9 18 115 68,069 59,216 127,400

合　　計
( 1 )

47,176

合　　計
( 1 )

資本勘定
支弁職員

33,315 160,715

5 19,475 17,702 37,177 9,999

13 115 48,594 41,514 90,223 23,316 113,539

（千円） （千円）

本年度

損益勘定
支弁職員

( 1 )

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

9

三　　給　与　費　明　細　書
１　総　　括

区　　分

職員数 給　　与　　費

法　定
福利費特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計 合　計
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大　学　卒 191,700 191,700

企　業　職　（円）
一般会計の制度

行政職（円）

短　大　卒 172,600 172,600

高　校　卒 158,900 158,900

３　給料及び手当の状況

　(2)　初任給

区　分

298,247

平均給与月額（円） 370,436

令和5年1月1日現在

平均年齢（歳）

令和4年1月1日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

300,300平均給料月額（円）

369,737

平均年齢（歳） 39.3

40.4

　(1)　職員１人当たり給与

区　　　分
事　務　、　技　術
（　企　業　職　）

手 当 2,326

制度 改 正に
伴う 増 減分

666

そ の 他 の
増 減 分

1,660

備　　　　　　考

給 料 1,406

給与 改 定に
伴 う
増 減 分

201

２　給料及び手当の増減額の明細

区　分
増 減 額
（千円）

増減事由別内訳（千円） 説　　　　　　明

勤勉手当

職員数の異動状況
（現に在職する職員数）18人（1人）
（退職等予定職員数）　 0人（0人）
（採用等予定職員数）　 0人（0人）
　　　　　計          18人（1人）
※( )内は短時間勤務職員(外書き)

昇給 に 伴う
増 加 分

1,137

そ の 他 の
増 減 分

68

666
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主　　任 主　　事 主 事 補

４級 ３級 ２級 １級

職 部　　長 次　　長 課　　長 副 課 長 主　　査

（級別の基準となる職務）

区　分 ８級 ７級 ６級 ５級

計

令和 　４年

１月１日現在

８

４

1 5.9

５

17 100.0

１ 1 5.9

3 17.6

２ 1 5.9

３
8 47.1

６

3 17.6

７

計
18 100.0

16.7

１

２ 2 11.1

６

３
9 50.0

3 16.7

４ 3

　(3) 級別職員数　　　　　

区　分

企　　　業　　　職

級 職員数（人） 構成比（％）

令和 　５年

１月１日現在

８

７

1 5.5

５
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支給対象職員の比率（％）
（令和5年1月1日現在）

77.8

代表的な特殊勤務手当の名称 ・災害等従事手当

(5)　特殊勤務手当

区　　　　分 全　　　　　職　　　　　種

給料総額に対する比率（％） 0.01

 8号級（人）

(4)　昇給

区　　　　　　　　　　分 企　　業　　職

本

年

度

職 員 数 （Ａ）（人） 18

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）（人）

号 級 数 別 内 訳

 2号級（人）

18

18

 6号級（人）

 4号級（人）

 3号級（人）

比 率 （ Ｂ ） ／ （Ａ）（％） 100.0

前

年

度

職 員 数 （Ａ）（人） 18

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）（人） 17

号 級 数 別 内 訳

 2号級（人）

 3号級（人）

 4号級（人） 17

比 率 （ Ｂ ） ／ （Ａ）（％） 94.4

 6号級（人）

 8号級（人）
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(6) 期末手当・勤勉手当

区　　分

支 給 期 別 支 給 率 支給率計

(月分)

職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

前　　年　　度

備　　考

6月 (月分） 12月（月分）

2.200 2.200 4.400 
本　　年　　度

(1.150) (1.150) (2.300)
有

有
（再任用）(1.025) (1.125) (2.150)

2.000 2.150 4.150 

一般会計の制度
(1.150) (1.150) (2.300)

有
2.200 2.200 4.400 

(7)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　分
２０年勤続

の者
（月分）

２５年勤続
の者

（月分）

３５年勤続
の者

（月分）

通　勤　手　当 〃

(8)　その他の手当

区　　　　分 一般会計の制度との異同

扶　養　手　当 同　　　　じ

一 般 会 計 の 制 度
( 支 給 率 等 )

24.586875 33.27075 47.709 47.709 
定年前早期退職
特　例　措　置
(3%～45%加算)

(定年前再任用
短時間勤務職員)

(定年前再任用
短時間勤務職員)

地　域　手　当 〃

住　居　手　当 〃

そ の 他 の

加 算 措 置 等
備　考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 
定年前早期退職
特　例　措　置
(3%～45%加算)

最高限度

（月分）
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千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円 千円

5
高坂浄化センター
自 家 発 電 設 備 等
更 新 事 業

323,000 4 ―　 323,000 176,650 146,300 50

市野川浄化センター
送 風 機 設 備 等
更 新 事 業

694,000 4 ―　 5 694,000 357,200 336,800 ―

支払義務発生（見込）額 支 払 義 務 発 生予 定額

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額

四　債務負担行為に関する調書

事　　項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の
左の財源内訳

国　　県
支 出 金

企業債
損益勘定
留保資金
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円 円 円 円

(1)

イ 5,240,411,003

ロ 2,463,636,968

△ 605,379,678 1,858,257,290

ハ 20,903,323,702

△ 3,748,600,728

ニ 5,875,581,379

△ 1,541,074,962 4,334,506,417

ホ 758,481

ヘ 10,185,010

△ 4,388,441 5,796,569

ト 143,133,000

28,737,585,734

(2)

イ 2,346,448

ロ その他無形固定資産 22,500

2,368,948

(3)

イ 998,000

投資その他の資産合計 998,000

28,740,952,682

(1) 73,158,076

(2) 144,299,000

△ 3,040,000 141,259,000

214,417,076

28,955,369,758

五　令和５年度東松山市下水道事業予定貸借対照表
（令和6年3月31日）

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

資    産    の    部

未 収 金

固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

長 期 貸 付 金

現 金 預 金

ソ フ ト ウ ェ ア

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額 17,154,722,974

１　固　定　資　産

２　流　動　資　産

有 形 固 定 資 産

工具器具及び備品

無形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具
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円 円 円

(1)

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 5,836,884,730

5,836,884,730

5,836,884,730

(1)

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 396,079,587

396,079,587

(2) 188,848,000

(3)

イ 10,053,000

ロ 1,923,000

11,976,000

(4) 850,000

597,753,587

(1) 19,686,372,391

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 4,117,938,267

15,568,434,124

22,003,072,441

2,987,544,309

(1)

イ 2,218,567,710

ロ 1,357,869,744

ハ 9,499,540

ニ 211,924,912

ホ 139,000,627

3,936,862,533

(2)

イ 減債積立金 475

ロ 当年度未処分利益剰余金 27,890,000

27,890,475

3,964,753,008

6,952,297,317

28,955,369,758

負　　債    の    部

資　　本    の    部

利 益 剰 余 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

企 業 債

未 払 金

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

６　資　　本　　金

利 益 剰 余 金

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

７　剰　　余　　金

企 業 債 合 計

その他資本剰余金

他 会 計 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

５　繰　延　収　益

３　固　定　負　債

４　流　動　負　債
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円 円 円

1　営　業　収　益

 (1) 下 水 道 使 用 料 892,214,000

 (2) 雨 水 処 理 負 担 金 311,850,000

 (3) そ の 他 営 業 収 益 276,000 1,204,340,000

2　営　業　費　用

 (1) 管 渠 費 63,715,000

 (2) ポ ン プ 場 費 10,955,000

 (3) 処 理 場 費 628,107,000

 (4) 業 務 費 65,687,000

 (5) 総 係 費 80,747,000

 (6) 減 価 償 却 費 1,188,627,000

 (7) 資 産 減 耗 費 1,000,000

 (8) そ の 他 営 業 費 用 9,000 2,038,847,000

営 業 損 失 834,507,000

3　営　業　外　収　益

 (1) 他 会 計 負 担 金 172,000

 (2) 他 会 計 補 助 金 80,666,000

 (3) 長 期 前 受 金 戻 入 825,696,000

 (4) 雑 収 益 1,598,000 908,132,000

4　営　業　外　費　用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 76,679,000

 (2) 雑 支 出 19,659,000 96,338,000 811,794,000

経 常 損 失 22,713,000

5　特　別　利　益

 (1) 固 定 資 産 売 却 益 9,000

 (2) 過 年 度 損 益 修 正 益 9,000 18,000

6　特　別　損　失

 (1) 固 定 資 産 売 却 損 10,000

 (2) 過 年 度 損 益 修 正 損 10,000 20,000 △ 2,000

7　予　備　費

 (1) 予 備 費 5,000,000 5,000,000 △ 5,000,000

当 年 度 純 損 失 27,715,000

その他の未処分利益剰余金変動額 90,479,000

当年度未処分利益剰余金 62,764,000

六　令和４年度東松山市下水道事業会計予定損益計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）
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円 円 円 円

(1)

イ 5,240,411,003

ロ 2,463,636,968

△ 485,556,678 1,978,080,290

ハ 20,248,974,702

△ 2,984,527,728

ニ 4,876,514,379

△ 1,232,367,962 3,644,146,417

ホ 758,481

ヘ 10,079,010

△ 3,283,441 6,795,569

ト 197,500,000

28,332,138,734

(2)

イ 5,043,448

ロ その他無形固定資産 22,500

5,065,948

(3)

イ 499,000

投資その他の資産合計 499,000

28,337,703,682

(1) 96,822,076

(2) 92,582,000

△ 3,167,000 89,415,000

186,237,076

28,523,940,758

機 械 及 び 装 置

七　令和４年度東松山市下水道事業予定貸借対照表
（令和5年3月31日）

資    産    の    部

１　固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価償 却累 計額

構 築 物

減 価償 却累 計額 17,264,446,974

長 期 貸 付 金

減 価償 却累 計額

車 両及 び運 搬具

工具器具及び備品

減 価償 却累 計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

無形固定資産合計

投資その他の資産

固 定 資 産 合 計

２　流　動　資　産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

-18-
− 486 −



円 円 円

(1)

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 5,262,164,722

5,262,164,722

5,262,164,722

(1)

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 420,933,595

420,933,595

(2) 146,731,000

(3)

イ 9,405,000

ロ 1,775,000

11,180,000

(4) 850,000

579,694,595

(1) 19,022,597,391

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 3,292,478,267

15,730,119,124

21,571,978,441

2,897,065,309

(1)

イ 2,218,567,710

ロ 1,357,869,744

ハ 9,499,540

ニ 211,924,912

ホ 139,000,627

3,936,862,533

(2)

イ 減債積立金 55,270,475

ロ 当年度未処分利益剰余金 62,764,000

118,034,475

4,054,897,008

6,951,962,317

28,523,940,758

企 業 債

負　　債    の    部

３　固　定　負　債

流 動 負 債 合 計

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

４　流　動　負　債

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

その他 流動負債

他 会 計 負 担 金

５　繰　延　収　益

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本    の    部

６　資　　本　　金

７　剰　　余　　金

資 本 剰 余 金

受 贈財 産評 価額

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

負 債 資 本 合 計

その他資本剰余金

資 本剰 余金 合計

利 益 剰 余 金

利 益剰 余金 合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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注　記

Ⅰ．重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 ８～５０年

構築物 １０～５０年

機械及び装置 １０～５０年

車両及び運搬具 ４年

工具器具及び備品 ３～１５年

(2) 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

ソフトウェア ５年

地上権 ５年

２ 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

　東松山市は、埼玉県市町村総合事務組合に加入しており、下水道事業会計は一般会計を通

じて、当該組合に掛金を拠出しているが、一般会計との取り決めにより、下水道事業会計が

一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担は全額一般会計において措置すること

となっているため、下水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処

理を行っている。

(2) 賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。

(3) 法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

(4) 貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上して

いる。

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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Ⅱ．予定貸借対照表関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内

　に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１８，２４２，００

　０円である。

２ 引当金の取り崩し

(1) 　令和５年６月において、期末手当及び勤勉手当として１５，０７７，０００円を支給する

ため、賞与引当金９，４０５，０００円を取り崩している。

(2) 　令和５年６月において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として２，８８２，００

０円を支出するため、法定福利費引当金１，７７５，０００円を取り崩している。

(3) 　令和５年度において、不納欠損処分に係るものとして、貸倒引当金６９５，０００円を取

り崩している。
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